
構造改革特別区域計画

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称

群馬県利根郡みなかみ町

２ 構造改革特別区域の名称

みなかみ町藤原地区食育推進給食特区

３ 構造改革特別区域の範囲

群馬県利根郡みなかみ町の一部（藤原地区）

４ 構造改革特別区域の特性

みなかみ町は、群馬県の最北部に位置する利根郡２町１村が平成１７年１０月１

。 ． ． 、日に合併して誕生した 総面積７８０ ９１㎞ の町域内の８２ ０２％は山地で２

上信越高原国立公園を擁する広大な森林を有している。標高は３００ｍから２，０

００ｍ級の山岳にまでわたり、北にそびえ立つ谷川連峰の山々は、谷川岳をはじめ

とする多くの山岳観光資源があり、山麓には水上温泉郷、猿ヶ京三国温泉郷及び上

牧温泉等、多数の温泉地がある。さらに、南部の中心市街地には上越新幹線の上毛

高原駅や関越自動車道の月夜野ＩＣ、水上ＩＣの２つのインターチェンジがあり、

県北の玄関口としての役割を担っている。また、首都東京と新潟市との中間約１５

０Ｋｍの位置にあって、ＪＲ上越線、上越新幹線、関越自動車道、国道１７号が走

り、首都圏からのアクセスに恵まれている。

本町の人口は、直近の平成１７年国勢調査によると２３，３１０人（６５歳以上

人口の割合２８．８％）であり、平成１２年度の同調査の２５，０７９人と比較す

ると１，７６９人（割合にすると約７％）減少している。とりわけ１５歳未満の人

数は平成１２年度の３，７６６人と平成１７年度の３，０１１人とを比較すると、

７５５人減と２０％を超えて減少しており、少子化対策は喫緊の課題と言える。

また、藤原地区は、本町最北部に位置し、その面積も本町の約１／３を占める山

林へき地である。また、０歳から５歳の児童数は平成１２年国勢調査で１８人、平

成１７年国勢調査で１９人であり、最も少子化が顕著な地区である。

こうした状況の中、子育て支援については 「次世代育成支援対策推進法」に基づ、

き「みなかみ町次世代育成支援計画」を策定し、子どもと子育て家庭を支援する総

合的な取組を行っているが、核家族化が進み、働く女性が増加する中で、成長過程

の子ども達への栄養バランスのとれた食事の重要性が指摘されるようになり、合併

以前から続く旧町村単位での給食内容や調理施設・設備の不均衡を是正するため、



保育所・幼稚園・小学校・中学校での完全給食を実施し、給食内容の均衡化と保護

者が負担する給食費の均衡化を図ることが課題となっている。

そのため、児童数が極めて少ない藤原地区にある町立保育所の給食を、最新の衛

生管理基準で施設整備する学校給食センターからの外部搬入方式により実施するこ

とで、調理設備の維持管理経費の節減や、食材の一元購入及び調理員の合理的な配

置による経費の削減が可能と考えられ、さらに、節減された経費を財源とすること

で、子育て支援サービスのさらなる充実を図ることが可能となる。

また、食育基本法が制定され、食育への取組が求められる中、地産地消と幼児期

からの一貫した食育に町内全域で取り組むことが可能になる。

５ 構造改革特別区域の意義

本計画は、みなかみ町最北部の藤原地区に所在する、町立第三保育園へ町立月夜

野給食センターで調理した給食を外部搬入するものである。

みなかみ町においても、女性の社会進出や就労形態の多様化が進む中、成長過程

の子ども達への栄養バランスのとれた食事の重要性が指摘されている。このような

状況の中、養育者の仕事と子育ての両立支援を行う保育所の役割は重要である。

そうした観点から様々な子育て支援サービスを充実させていく必要があるが、一方

では限られた財源の効率的活用が求められている。

藤原地区においては、特に過疎化が進行し、出生率も低く、第三保育園の児童数

は、定員２０人に対し８人であり（２歳児１人、３歳児２人、４歳児４人、５歳児

１人 、今後の児童の増加も見込めないことから自園調理を行うことは、財政的に非）

効率である。

本特例措置を活用し、町立保育所において、給食を給食センターからの外部搬入

方式により提供することにより、地元食材の安定利用・購入や調理員の適正配置に

よる調理業務費と個別保育所の施設改修費の軽減、センター化に伴う維持管理経費

の節減が図られ、子育て支援施策充実のための財源確保が可能になる。また、衛生

面や設備の整った大型調理施設で調理した給食を児童に提供することは、より「安

全・安心でおいしい給食」につながると考えられる。

６ 構造改革特別区域計画の目標

（１）給食センターからの給食の外部搬入方式の実施により、へき地公立保育所の

効率的な運営と設備投資の節減を図るとともに、給食内容の均衡化を行う。さ

らに、節減された経費を財源として、保育サービスの充実を図る。

（２）成長期にある子ども達に、栄養バランスの取れた食事を提供することを通

じて、将来にわたる健全な食生活の実現と子どもたち自らが食について考える

習慣や食に関する知識を身につけるため、幼児期から小中学校と一貫した食育

の推進を図る。

（３）給食に地元食材を積極的に活用することにより安全・安心でおいしい給食を

提供し、地元食材に慣れ親しむ環境づくりを行うとともに、併せて地産地消を

促進することで地元農業の活性化を図る。



７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果

（１）給食センターが一元的に食材等を大量購入し、効率的に調理することにより

食材料費、高熱水費等の給食調理に係わる経費が節減できる。また、個別の調

理設備更新費用の軽減が図ることができる。

（２）衛生面・安全面で設備が整った大型調理施設で調理された給食サービスの提

供により、藤原地区というへき地においても、町内中心部と同水準の給食提供が

可能となる。安全・安心な保育環境を整備し、節減された財源を子育て支援サー

ビスの拡充に活用することで子育て家庭への仕事と家庭の両立支援に資すること

ができる。

（３）幼児期から一貫した食育に取り組むことで、児童の正しい食習慣形成や知識

を育てることに繋がる。

（４）地元食材を積極的に活用することで、地産地消の促進と地元農家の生産意欲の

向上による地域農業の活性化に資することができる。また、幼児期から地元食材

に慣れ親しむことによる長期的な地産地消に繋がる。

８ 特定事業の名称

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連

する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事

項

（１）食育推進事業

給食センター及び第三保育園を対象として、町の食育プログラムを作成すると

ともに、食育プログラムを通じて、児童及びその保護者に対して 食育への関心を

高め、保育所における食を通じた子どもの健全育成の推進を図る。

（２）子育て支援サービスの拡充

外部搬入事業の実施に伴い節減された経費により、安心して子育てができるた

めの情報提供や、保育士の研修の充実、保護者のニーズが高い延長保育や病後児

保育の実施など、保育の質の向上を図る。また、家族や行政が地域・企業と連携

しながら、子育てを地域で支える環境づくりを推進する。

（３）地産地消促進事業

給食の食材として、新鮮で安全・安心して食べられる地元食材の使用を推進す

る。また子ども達や保護者に対して、給食時間や試食会等の機会を通じて、地元

産の食材が給食に使われていることを伝え、農業や地域への関心を高めることに

より、地産地消を推進する。



別紙

１ 特定事業の名称

９２０ 公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事業

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者

みなかみ町立第三保育園 みなかみ町藤原３４６１－１

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日

平成２３年４月１日

４ 特定事業の内容

みなかみ町立第三保育園の給食について、みなかみ町立月夜野給食センターか

らの外部搬入方式により実施する。給食センターで調理した給食は、給食専用の

配送車により、第三保育園に 分以内に配送することができ、調理後２時間以内45

に喫食する。第三保育園においては、衛生管理に十分配慮した配膳を行うととも

に、個々の児童の健康状態等についての連携を行い、状況に応じた刻み食などの

対応を実施する。給食のメニュー内容により、温かい状態で提供されるものは専

用の保温食缶に入れ、その他については洗浄消毒された容器に移し、専用のコン

テナにて搬送する計画である。

また、学校の夏期等の長期休業中についても、給食センターからの外部搬入方

式により給食を提供する。

５ 当該規制の特例措置の内容

（１）調理室として保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設ける

ことについて

搬出元であるみなかみ町立月夜野給食センターは 「大量調理施設衛生管理マニ、

ュアル（平成９年３月２４日衛食代８５号別添 」及び「学校給食衛生管理の基準）

（平成９年４月１日制定 」等の基準に準拠した提供食数約１，５００食規模の施設）

であり、現在町内の３幼稚園、６小学校、３中学校の給食を搬出している。

搬入先の第三保育園には、専用の調理室があり(１１㎡ 、加熱設備としてガステ）

ーブル、保存設備として冷蔵庫、配膳に必要な配膳車が備え付けてあり、再加熱、

冷蔵、配膳は可能である。



【みなかみ町立月夜野給食センターの概要】

名 称：みなかみ町立月夜野給食センター

設立年月：平成１７年４月

構 造：鉄骨造３階建

建築面積：１，３９７．０９㎡（調理部分１，０６５．８６㎡）

職 員：事 務 ２人

栄養士 ２人

調理員 ２２人

運転手 ４人

調理能力：２，０００食

調理器具：自動洗米送米機、配米配水機、連続自動炊飯機、炊飯機反転機、連続自動

揚物機、連続自動焼物機、連続自動かくはん機、大型脱水機、野菜スライ

サー、食器自動洗浄機、コンテナ自動洗浄機、食器格納保管庫、食器消毒

庫、大型冷蔵庫、材料保管庫等

（２）児童の食事の内容、回数、時機に適切に応じることについて

年齢や発達段階に応じたきめ細やかな食事を提供するため、月夜野給食センター

において、年齢、健康状態に応じた味付け・固さ・大きさを工夫した給食を提供す

る。また、献立は町栄養士と調理員、保育士と十分協議を行い作成し、食物アレル

ギー児については、保護者からの聞き取りを踏まえ、かかりつけの医師、栄養士、

保育士との協議の中で除去食を決定し、月夜野給食センターにおいて他の給食とは

分離して調理したものを別容器で搬送し、保育士が内容物を確認後、提供する。

(３) 外部搬入を行う場合の衛生基準の遵守について

「構造改革特別区域における「公立保育所における給食の外部搬入方式の容認事

業」について（平成２０年４月１日付雇児発第 号 」の留意事項を遵守す0401002 ）

るとともに、社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準「保護施設等に

おける調理業務の委託について（昭和６２年３月９日社施第 号 」において準拠38 ）

「 、 （ ）」されている 病院 診療所等の業務委託について 平成５年２月１５日指第 号14

の第４の２の規定及び「保育所における調理業務の委託について（平成１０年２月

１８日児発第 号 」を遵守する。調理方法については、４５分以内で発送するこ86 ）

とが可能であることから、クックサーブ方式で実施する。また、ＨＡＣＣＰの概念

に基づく衛生管理となるように努める。

（４）現行の調理業務の委託・受託に係る基準について

特例措置による給食の外部搬入については、搬入元と搬入先との間で委託契約の

締結が求められているが、本町の場合は町立給食センターから町立保育所への搬入

であることから、町長と教育長の間で覚書を締結する。

(５) 必要な栄養素量を給与すること、また、食を通じた子どもの健全育成（食育）を

図る観点から、食育プログラムに基づき食事を提供するよう努めることについて児



童福祉施設における、年齢・性別栄養所要量を基に作られた「保育所における栄養

給与目標算出例」を参照して食品構成を策定し、それに基づいて必要な栄養素量の

確保に努める。

また、保育所・幼稚園、小中学校と一貫して食育を行う食育プログラムに基づき

食事を提供するとともに、給食センター所属栄養士と保育士が連携し、食材はでき

るだけ季節感や地域性を感じることのできる地元で生産される農産物を使用し、地

産地消を推進する。


